
平成28年度山形県主任介護支援専門員更新研修実施要綱

１　目　　的
主任介護支援専門員に対し、継続的な資質向上を図るための定期的な研修受講の機
会を確保し、その役割を果たしていくために必要な能力の保持・向上を図ることを目
的とする。
２　実施主体　　山形県
運営主体　　一般社団法人山形県介護支援専門員協会
３　対 象 者　　
　　次の（１）、（２）及び（３）のすべてに該当する者
（１）　現に（※１）山形県で介護支援専門員として実務に従事している者（※２）
（２）　平成18年度から平成25年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者
（３）　次のいずれかに該当する者

①　介護支援専門員に係る研修（※３）の講師やファシリテーターの経験がある者
②　平成28年4月28日前5年間に地域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研修（※４）に年4回（平成28年度の本研修における取り扱いとする。）以上参加した者

③　日本ケアマネジメント学会が開催する研究大会等において、演題発表等の経験がある者
④　日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー

⑤　主任介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者として、山形県が適当と認める者

イ.　大学や市町村において、介護保険制度やケアマネジメント等について教育、指導している者
     ≪※１～※４については、本要綱末尾≫
４　募集定員　１６０名
受講希望多数の場合は「７　受講決定」の優先要件により決定する。
５　申込方法　
別添　①　様式１（受講申込書）
　②　様式２（実務経験申告書）
　③　様式３－①、②　（受講要件申告書）及びその確認書類
　④　様式４－①、②、③、④　（担当事例又は指導事例）

　⑤　様式５－１、５－２①②③④⑤⑥⑦⑧　（研修記録シート）

⑥　主任介護支援専門員研修修了証書の写し

⑦　介護支援専門員証の写し
以上①～⑦を、4月28日(木)【必着】までに郵送で申し込むものとする。FAXでの申し込みは受け付けない。

なお、「受講申込書」、「実務経験申告書」及び「受講要件申告書」により対象者要件の確認ができない場合及び添付すべき書類が不備の場合は受講を認めないので、記入漏れや提出漏れのないよう確認すること。
６　申 込 先　　
　　　〒990-0021　山形市小白川町２-３-３１　　山形県総合社会福祉センター　内

　　　　　　　一般社団法人　山形県介護支援専門員協会

　　　　　　　　　　　　　　　（問合せ　　　TEL 023-633-1098　　　担当　榎本）
７　受講決定
受講の可否については、5月20日（金）までに、事業所あてに通知する予定である。
（上記期日までに通知がない場合は必ず6の問合せ先に連絡のこと。）

　　　なお、受講希望者が定員を超えた場合は、次の優先要件等を参考に決定する。

【優先要件等】

1 概ね１年以内に介護支援専門員証の有効期間が満了する者
2 平成23年度までに主任介護支援専門員研修を修了した者

3 同一事業所より複数の応募者があった場合は受講者を減ずる場合がある
4 その他応募者多数の場合は抽選による。

なお、受講を決定するための審査に当たっては、事業者データと照合する等確認
作業を行い、事実に反した場合受講を取り消すこともあるため、留意のうえ記入す
ること。また研修参加について虚偽の申告が判明した場合も同様とする。
８　経　　費
　　受講料は山形県手数料条例に基づき　19,500円　とし、受講決定通知の際併せて送付する所定の用紙に、山形県収入証紙を貼付の上、研修初日の受付時に提出すること。
　　なお、いったん納入された手数料は返還しない。

　　また、教材等購入の必要がある場合及び研修会場によって駐車料金が発生する場合等は受講者の負担とする。

　　
９　研修科目及び日時･会場

　　　別紙のとおりであるが、都合により変更する場合がある。

10　受講前に提出する事例とは別に、課題や事例の提出を求めことがある。
11　研修当日に持参する物
必要がある場合は、別途通知する。

12　修了認定　

研修の全課程を受講し、修了評価で可とされた者を修了者とし、修了証書を発行す
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

≪※１～４の定義等≫
※１　「現に」とは、平成28年６月30日時点の予定とする。
※２　「実務に従事している者」とは、県内の下記①～⑦の事業所において、介護支援専
門員として就労（サービス計画の作成業務及び指導・助言業務は必須）している者（管
理者等介護支援専門員を指導する立場にある者を含む）又は大学や市町村において、
介護保険制度やケアマネジメント等について教育、指導している者とする。

①居宅介護支援事業所

②特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業所

③小規模多機能型居宅介護、複合型サービス、認知症対応型共同生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉

施設入居者生活介護に係る地域密着型サービス事業所

④介護保険施設

⑤介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防サービス事業所

⑥介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活

介護に係る地域密着型介護予防サービス事業所

⑦介護予防支援事業所、地域包括支援センター
　　※３　「研修」とは、法定研修の他、市町村、地域包括支援センター及び職能団体（実

務研修受講試験要件にある法定資格者団体と介護支援専門員協会）が実施する
もので介護支援専門員が参加できるものをいう。
　　※４　「法定外の研修」とは、介護支援専門員に係る研修として都道府県、市町村、
地域包括支援センター及び職能団体（※３に同じ）が実施するもので介護支援
専門員が参加できるものをいう。
